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１．研究の背景とねらい 

将来の原子力エネルギーシステムには、安全性に優れ、放射性廃棄物による環境負荷を効果的

に低減し環境と調和する高い性能が求められる。LLFP核変換は、不確実性を伴う超長期の放射性

廃棄物処分リスクを低減し、地層処分の安全性を一般社会にわかり易い形で提示すること、そし

て原子力の信頼性を取り戻し一層高めるため必要である。長期間に亘って被ばく線量をもたらす

主要核種としては、 99Tc：21万年、129I：1570万年、79Se：33万年、93Zr：153万年、107Pd：650万

年、135Cs：230万年があり、これらに着目し、安定核種に変換する「核変換」が必要と考えられる。 

 本研究開発では、「もんじゅ」相当の小型高速炉を利用することを念頭に、LLFPとして 129I, 99Tc 

79Se, 93Zr, 107Pd, 135Csを対象として、従来に比べて飛躍的に高い核変換効率を可能とする減速材

を用いた核変換ターゲットを開発し、LLFP核データ評価、核変換特性、小型高速炉での核変換タ

ーゲット集合体の交換法、炉心特性評価、熱特性評価、安全性評価、ターゲットの物性測定評価、

製造技術開発、LLFP回収技術開発、核変換ターゲット集合体の構造検討、照射試験計画策定、社

会科学的意義の検討等により、実現性の高い高速炉 LLFP核変換システムを確立し、放射性廃棄物

減容・有害度低減に寄与すること目的とする。本報告は平成 28年度の成果及び 29年度の成果の

一部を含む。 

２．これまでの研究成果 

以下に研究開発成果を項目別に述べる． 

(1) LLFP 核データの収集・評価（東京工業大学）

国内で評価された経験のない核分裂収率を独自に評価するため、国際核データ実験データベー

ス EXFOR のサーベイ及び文献収集を行い、235U, 239Pu を中心にデータ評価手法の検討を行った。

各種理論計算コードと実験データとの比較を行ったが、実用的なレベルでデータを再現できるモ

デルはなく、断裂点モデルに基づく独自の評価を行うこととし、評価を開始した。 

(2) 核変換ターゲットの材質、構造、配置（再委託先：東北大学）

「もんじゅ」ブランケット領域を想定して、LLFP 又は LLFP 化合物と中性子減速材の混合物の組

成・混合割合、及び LLFPターゲット集合体のターゲットピン内のペレット部高さ及び減速材配置

をパラメータにした核特性解析を実施し、核変換率、核変換量とこれらのパラメータの関係を明

らかにした。重水素化イットリウムを減速材として用いた場合、LLFP(79Se、93Zr、99Tc、107Pd、129I、

135Cs)の半減期間は、物理的半減期よりも大幅に低減することが明らかになった(表 1)。また、サ

ポートファクター（SF）も全ての核種において１を超える見通しであり、当初の目標を達成して

いる。このほか、水素化イットリウムを用いた場合でも同様の結果を得た(表 2)。核変換量を増

やすため、軸ブランケットや径ブランケットに LLFP を装荷することは、サポートファクター（核



変換される LLFP量を炉心で生成する同種類の LLFP量で除した値）をどの程度に維持するか（1.0

以上）に依存することが明らかになった (1)。 

表 1 重水素化イットリウムの場合の核変換率                 表 2 水素化イットリウムの場合の核変換率 

 

(3) 「もんじゅ」炉心特性評価（再委託先：東京都市大学） 

「もんじゅ」炉心に LLFP集合体を配置した炉心の核特性を求めるため、まず「もんじゅ」炉心

の仕様の調査を行い解析に必要なデータを整備した (2)。次に、その仕様に基づき「もんじゅ」炉

心を 3次元非均質体系でモデル化し連続エネルギーモンテカルロコード（MVP）(3)と日本の最新の

核データライブラリ（JENDL-4.0）(4)を用いて解析を行った。得られた炉心特性パラメータを設置

許可申請書記載データ等と比較することにより解析の妥当性を確認した。これらのデータおよび

解析手法を用いて、「もんじゅ」のブランケット領域に核変換ターゲット集合体（減速材は重水素

化イットリウム）を装荷した炉心の核変換特性を解析し、LLFP同時照射時にサポートファクター

が 1以上となる可能性があることを示した。 

 また、LLFP集合体内の減速材により減速された中性子が隣接する燃料棒に与える影響を評価す

るために出力分布を求めた。ブランケット領域第一層（9列目）に LLFP集合体（重水素化イット

リウム減速材/テクネチウム体積割合：30%/70%）を配置した場合の径方向集合体出力分布を図 1

に、燃料集合体内径方向ピーキング係数を図 2に示す。これらの図より重水素化イットリウム減

速材を用いることにより燃料棒出力にピークが生じないことが確認された。 

    図 1  径 方向集合体出力分布         

図 2 燃料集合体内ピーキング係数 

 

(4) 核変換ターゲット構造材料の物性（再委託先：原子力機構） 

6種の LLFP核種について高速炉の炉内温度条件を基に安定に装荷可能な形態を選定するための
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物性や化学的特性、高温での安定性を調査した。その結果、Zr、Tc、Pdについては単体形態が安

定であることが明らかになった。また、I についても先行研究の成果から BaI2が高温安定性に問

題の無いことが知られている。一方、Se 及び Cs については単体及び酸化物のいずれにおいても

200℃から 500℃の温度域において著しい重量減少が発生し、高温安定性に課題のあることが明ら

かとなった。これらの結果から、93Zr、99Tc及び 107Pdについては単体形態を、129Iについては BaI2

をそれぞれ候補材として選出した。Se及び Csについては主に融点に着目し、79Seについては ZnSe、

137Csについては Cs2CO3を候補材として抽出した。さらに、今後実施予定のリサイクル性の評価に

資するため、Se、Zr、Pd及び Csについて酸（HNO3）、アルカリ（NaOH）に対する可溶性について

試験を行い調査した。試験結果より Seと Csについては酸及びアルカリの双方に可溶であるが、

Zr、Pd については酸及びアルカリのいずれにも不溶であることが明らかとなった。 

 

(5) LLFP 回収技術の検討（再委託先：原子力機構） 

LLFP 回収技術の検討の一環として、照射後ターゲットからの未変換 LLFP の回収方法について

検討した。核変換ターゲットとして炉内に装荷された LLFPは一定期間照射された後、変換生成核

種と混合した状態にあるため、未変換 LLFP を分離して回収することが必要となる。6 種の LLFP

のうち、分離手法に目途が立っている Tc と I を除いた Se、Zr、Pd 及び Cs について、Se-Br 系、

Zr-Mo 系、Pd-Ag系及び Cs-Ba系を照射後の基本的な混合成分系と想定し、溶媒を用いた固液分離

手法による分離特性を試験調査した。溶媒としては個々の成分元素の溶解特性に基づき、Se-Br

系と Cs-Ba 系では C2H5OH（エタノール）を、Zr-Mo系と Pd-Ag系では HNO3を用いた。分離試験は

各溶媒にそれぞれの成分元素を添加し、攪拌し静置した後にろ過する方法で実施した。ろ過によ

り得られた残渣とろ液の成分分析により成分元素の分離特性を評価した。試験の結果、Zr-Mo 系

及び Cs-Ag 系ではそれぞれの成分元素の分離が可能な見通しが得られたが、Se-Br 系及び Pd-Ag

系では反応生成物の形成により溶解特性が変化するため成分元素の分離が困難であることが明ら

かとなった。 

 

(6) 社会科学的意義の検討（再委託先：東北大学） 

環境負荷低減の社会的受容性のアンケート調査のための予備検討を行った。それに基づいてア

ンケートの質問項目、対象者等について明確にした。予備調査では一般市民にとって分離・変換

技術の理解は困難であるが、放射性廃棄物の処分の負荷の低減に対する基本的な有効性の認識は

ある程度は可能であるという結果となった。 

 

(7) 研究推進 

 プロジェクトの円滑な進行を実現するために定期的に会合を開催し、進捗状況の確認と問題点

の議論を行った。また、本プロジェクトの提案骨子に関する学会発表を行い、さらに論文を投稿

し、Springer-Nature 社の Scientific Reports（IF=5)に掲載された 5)。その成果をプレスリリー

スし、参加各機関の HP、日本経済新聞電子版及び科学新聞、258 の海外メディアで紹介された。 

 

３．今後の研究 

(1) LLFP 核データの収集・評価（東京工業大学） 



 評価した核分裂収率データの検証を進めるとともに、さらに多くの核種についての評価を行う。 

(2) 核変換ターゲットの材質、構造、配置、交換法等（再委託先：東北大学） 

LLFP 核変換効率の向上を目ざし核変換ターゲットの材質、構造、配置、交換法の検討を継続

して行う。 

(3)炉心特性・熱特性の評価（再委託先：東京都市大学） 

 LLFP 装荷炉心の炉心特性を明らかにするために炉心の反応度係数、LLFP集合体出力評価、燃料

棒出力ピーキングの評価を行う。また、LLFP集合体の最適配置の検討さらに流量配分設定などを

行うための熱解析を行う。 

(4) 核変換ターゲット構成材料の物性（再委託先：原子力機構） 

Seと Csの候補化合物である ZnSeと Cs2CO3について、熱重量示差熱分析法（TG-DTA）により高

温安定性を明らかにする。また、LLFP 化合物と中性子減速材の母相成分である Y 又は Zr や被覆

管材料（SUS316 鋼）との反応性を確認し、LLFPターゲット集合体の設計に反映する。さらに、中

性子吸収材の装荷方法の検討に資するため、YD2及び ZrD2について比表面積と水素保持性能の関

係を調査する。 

(5) LLFP 回収技術の検討（再委託先：原子力機構） 

リサイクル性の検討が進んでいる Iについて、再処理工程での存在状態からの回収手法を検討

し、試験的に回収率を評価する。また、それ以外の LLFP元素については、照射後ターゲットから

の分離回収手法の試験的検討と再処理工程からの回収手法に関する調査・検討を進めていく。 

(6) 社会科学的意義の検討（再委託先：東北大学） 

高速炉を活用した LLFP 核変換の社会的受容性の検討の一貫として、先行事例としての地層処

分の理解促進の説明の分析、及び、LLFP 核変換の説明のありかた方について検討する。 

(7) 研究推進 

 本年度の成果をまとめ、学会等で発表するとともに報告書を作成する。 
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